
１　総括

（1）人件費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 ％ ％

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、２２年４月１日現在の人数です。

（3）特記事項

（4）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（参考）実 質 収 支

20.5

一人当たり給与費

Ｂ／Ａ　　

19.6%

（参考）政令指定都市平均

一人当たり給与費

人 件 費 率

Ｂ／Ａ

人 件 費

給 与 費

平成21年度の人件費率

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

Ｂ

　　　　　計　　　　　Ｂ

２２年度

２２年度

職員数区　分

期末・勤勉手当

（平成23年3月31日現在）

相模原市の給与・定員管理等について

区　　分 歳 出 額

Ａ

住民基本台帳人口

6,83429,508,451 6,864

699,756 226,601,995

6,642,882

7,958,245 44,480,198

4,318 17,066,088 5,799,481

平成18年度

100 8
平成18年度平成23年度

100 4

平成23年度

101 3 平成23年度95 0

100.0 

105.0 

    （注）  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数です。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数

（平成２３年４月１日現在）

（注）平成23年4月1日現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの

100.2

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地
方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数で
す。

100.8 100.2 平成18年度

97.4 

100.4 
101.3 平成23年度

98.8 

90.0 

95.0 

相模原市 指定都市平均 全国市平均
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（5）給与改定の状況

①月例給

円

％

    （注）  「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した
    　　　 平均給与月額です。

②特別給

    （注）  「民間給与の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は
　　　　　　期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）
（単位：円）

人事委員会の勧告

月 3.95 月

勧告

Ｂ

3.95改定なし月

７級

Ａ

８級

２３年度 0.02月

較差

0.04

Ａ－Ｂ

402,754 円

区　分

3.97 月 3.95

421,200

国の支給月数

（参考）

年間支給月数

（改定月数）

改定なし ％円402,900
146

改定なし

（改定率）

△ 0.23

（参考）

国の改定率
給与改定率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

２３年度

民間給与 公務員給与

区　分

人事委員会の勧告

民間の支給割合 公務員の支給月数 較差 勧告

260,600

387,000

９級

242,800

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

410,100317,900 463,400

476,800 536,100

363,100

454,800

287,100222,400

353,800 399,400

１号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

135,600 185,800

307,500
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

1.49

369,986

360,823

1.44

2 19

445,177367,840

283,862

－

413,361

Ｃ／Ｄ

－

1.21

2.00

2.21253,700

－ －

－ － －

の類似職種
平均年齢

うち学校給食

うち用務員

321,662 －国

類似団体

相模原市

うち清掃職員

平均給与月額

（Ａ）

平均給与月額

（Ｂ）
Ａ／Ｂ

公務員 民間 参考

平均給与月額 対応する民間

44.6

41.4

廃棄物処理業従事員

調理士

53.8

56.4

用務員

自家用自動車運転手

－

－ － －

－ － － －

290,600

287,400

209,700

－

－

－

406,082

422,155

559,958

406,135

433,151

347,101

418,670

（国ベース）

区　分

（Ｃ）

384,599

491

3,689

国

8

41

職員数

53.3

379,516

344,771

46.4 322,601

相模原市

神奈川県

区　分

339,485

平均年齢

1,590

4,035.3

5,539.9

6 440 3

（Ｄ）

参考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間

3,859.0

2 943 2

49.5

46.3

42.8

51.1

6,762.1

318,530

327,642

300,763

305,769

1.68

109

平均給料月額 平均給与月額

341,479

343,821

平均給料月額

43.5

類似団体

349,365

486,534

－

43.4

478

247

うち学校給食

うち用務員

327,205

区分

48.7

49.2

47.8

42.3

平均年齢

相模原市

うち清掃職員

456,141

463,387

うち自動車運転手

神奈川県

405,271

（国ベース）

- 397,723

401,994

平均給与月額

409,565

千円 千円

千円 千円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成20～22年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　④医療職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時　 

　間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査

　において明らかにされているものです。

　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手

　当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベー

　スで再計算したものです。

平均給与月額

437,125

平均給与月額
区分 平均年齢 平均給料月額

区分

国 49.4

相模原市

平均給与月額

2.34

382,373

うち自動車運転手

相模原市 41.4

類似団体 40.9

（国ベース）

429,245 816,396 676,699

平均年齢

45.6

平均給料月額 平均給与月額

2.19うち用務員

3,594.8

494,885

8,398.0

817,757－

1,099,043 862,672

487,938

類似団体 46.7

6,440.3

338,906

2,943.2

（国ベース）

401,527

322,399 453,099
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（2）職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 －

円 円 －

円 － －

円 － －

円 円 －

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

－ － －

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1）一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

消　防　職

高　校　卒

164,700

28歳採用

区　　　         分

大　学　卒

相模原市 県

135,100

144,500

204,500

178,800

100

課長

246,000

大　学　卒

国

342,718

292,454

175

４　級

279,983

高　校　卒

消　防　職

221,500

大　学　卒

経 験 年 数 １ ０ 年

25.4

構成比

高　校　卒

参事

23

７　級

会計管理者 部長

4.1

６　級

５　級

406３　級

615

481副主幹

主任

中　学　卒 193,800

※28歳採用の場合技能労務職

技能労務職

医　療　職 医　大　卒

一般行政職 260,829

178,800

144,500

144,300

181,200

140,100

１　級 主事

主査

２　級 主事

区　　分

237,700

270,353

262,600

８ 級

19.9

402 16.6

一般行政職

区分

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

339,071

389,300

338,418

314,947

経 験 年 数 ２ ０ 年

365,097

308,659

209 8.6

経 験 年 数 １ ５ 年

職員数

318,678

16.8

7.2

該当者なし

1 0

医　療　職 該当者なし

標準的な職務内容

医　大　卒

268,500

該当者なし

人 ％

人 ％

（注）１　相模原市一般職の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）１　平成１８年に８級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級をそれぞれ統合）

（注）２　平成１９年に７級制から８級制に変更している。（新たに８級（局長）を設置）

（注）３　平成２１年に８級制から９級制に変更している。（旧給料表の１級を１級及び２級に分割）

（2）昇給への勤務成績の反映状況

　

９　級 0.4

23会計管理者、部長

10

　職員の昇給については、毎年４月１日に、前年度における勤務成績の評定の結果に応じて行っています。
　平成２３年度から、前年度の職員評価の結果を参考とした勤務成績を反映させた昇給を実施しています。

局長、区長

８　級 1.0

１級

8.6%
１級

5.1%

１級

1.9%

２級

7.2%
２級

7.6%
２級

8.9%

３級

16.8%
３級

17.7%
３級

18.4%

４級

25.4%
４級

26.3%
４級

24.2%

５級

19.9%
５級

21.6%
５級

22.2%

６級

16.6%
６級

16.8%

６級

19.4%

７級

4.1%
７級

3.5%

７級

3.6%

８級

1.0%
８級

1.0%

８級

1.3%

９級

0.4%

９級

0.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況

（1）期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

・役職加算 ５％～２０％ ・役職加算 ５％～２０％ ・役職加算 ５％～２０％

・管理職加算 １０％～２０％ ・管理職加算 １０％～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　

（2）退職手当（平成２３年４月１日現在）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

在

・管理職は平成１９年度から、管理職以外は平成２１年度から、職員評価の結果を参考にして勤勉手当の
支給率を判定し、勤勉手当を支給しています。

勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,676
－

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

職制上の段階、職務の級等による加算措置

国

期末手当

30.55 月分

59.28 月分

41.34 月分

自己都合 勧奨・定年

相模原市

最高限度額

１人当たり平均支給額 9,041 千円

勤続３５年

26,243 千円

その他の加算措置

59.28 月分

勤続３５年 47.50 月分

33.50 月分

59.28 月分

勤続２５年

勤続２０年 23.50 月分

最高限度額

33.50 月分

（加算措置の状況）

（２２年度支給割合）

2.60

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算)

（加算措置の状況）

国

（0.65）

（支給率）

その他の加算措置

59.28 月分

勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算)

勤続２５年 41.34 月分

47.50 月分

（0.65）

（加算措置の状況）

勤勉手当

1.35 2.60

期末手当

（1.45） （1.45）

県

１人当たり平均支給額（22年度）

1,507

相模原市

2.60

１人当たり平均支給額（平成22年度）

（２２年度支給割合）（２２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

59.28 月分

59.28 月分

（0.65）

1.35 1.35

（1.45）

（3）地域手当（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％旧藤野町

9.5

9.5

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

95

409,069

旧城山町

相模原市

支給対象地域 支給率

9.5

支給実績（２２年度決算）

支給対象職員数

4,352

1,906,669

072

国の制度（支給率）

10

3
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（4）特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

日額330円

月額350,000円
日額260円

道路作業員が交通を遮断することなく行う
道路の維持修繕の作業に従事したとき

風水害等の災害のため出動して行う
現場作業

15種類

日額300円

日額400円

１回1,000円、2,000円

1回510円

日額600円、１人につき600円

1勤務180円、230円

日額300円

日額300円

ごみ収集、又はごみ処理作業等

救急救命士が規則で定める救急救
命措置を行った場合

日額1,000円

日額400円～700円

公害調査のうち水質、騒音、排気ガス測定や、塩化水
素等の有害ガスの発散する場所で行う立入検査等

日額240円～350円
精神保健相談業務、感染症患者接触業務、結核患者
接触業務、エックス線取扱業務、化学検査、犬･猫引取
等業務、毒劇物関係立入検査

20.3

当該作業に従事じた職員

当該業務に従事した職員

公害調査等従事手当 当該調査等に従事した職員

当該事務に従事した職員

53,011

市税以外の徴収に従事した職員

障害者訓練業務従事手当

道路上作業従事手当

肢体不自由のある児童の保育、指導、治療相談、心理
判定、保健及び訓練補助の業務、その他の訓練業務

消防の機関員が勤務したとき

道路作業員

災害現場作業従事手当

機関員手当

当該作業に従事じた職員

用地取得等従事手当

日額600円、１人につき600円

用地の取得又は物件の損失補償の
交渉事務（民地）

日額300円

当該処置作業に従事した職員

納付督促、滞納処分事務

納税督促、差押執行、公売執行

社会福祉業務従事

行旅病人、行旅死亡人及び変死人
の処置作業

市税の徴収に従事した職員

当該診療、業務に従事した職員

当該業務に従事した職員

当該業務に従事した職員

診療所に勤務する医師の診療従事、
エックス線取扱業務

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第19条第1項又
は浄化槽法第53条第2項に規定する立入検査

当該業務に従事した職員

国民健康保険診療所業務従事手当

支給実績（２２年度決算）

救急業務従事手当

市税外諸収入事務従事手当

清掃業務従事手当

手当の名称

市税事務従事手当

社会福祉業務従事手当

行旅病人の処置作業従事手当

主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

左記職員に対する支給単価主な支給対象職員

保健所業務従事手当

当該業務に従事した救急救命士

消防隊及び救助隊の機関員

69,392

手当の種類（手当数）

環境衛生検査業務従事手当

6



（5）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6）その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

　　　家賃23,000円以下

　　　家賃23,000円超え

円

初任給調整手当
　保健所に勤務する医師、歯科医師に新たに採用された
職員で、月額216,000円を超えない範囲の額を採用の日
から３５年以内の期間について支給

家賃から12,000円を控除した額

②新築又は購入されて5年を経過していない自宅に居住し
ている職員で自家所有名義人であるもの　　　　　　2,500
円

上限27,000円住居手当

494

1,986,228支給実績（２１年度決算）

2,089,456支給実績（２２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

支給職員１人当たり

520

平均支給年額

236,248

（22年度決算）

137,770

2,592,000

国の制度と
異なる内容 （22年度決算）

支給実績

15,552

千円

千円

585,896

千円

扶養手当

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

手　当　名

同

円

　　配偶者がない職員の扶養親族のうち１人

　配偶者以外の扶養親族

異

国の制
度 と の
異 同

異

　配偶者

内容及び支給単価

13,000

11,000

①自ら居住するための住宅を借り受け、月額12,000円を超
える家賃を支払っている職員で、借受名義人であるもの

扶養親族のある職員に支給

　　１人につき 6,500

　　満16歳の年度の初めから満22歳の
　　年度末までの子等の加算

5,000

　国の制度では、自
宅に居住している職
員で自家所有名義
人であるものには、
住居手当は支給し
ません。

　国の制度では、科
学技術に関する専
門的知識を有する
職員を対象とするな
ど支給範囲及び支
給額が異なります。

460,839

円

円

円

円

円

円

　　　６箇月を超えない期間（支給単位期間）につき算出し
　　　た運賃等相当額（６箇月定期券等低廉な価格）を
　　　一括支給。ただし、１箇月当たりの限度額が55,000円

通勤手当

　　①交通機関利用者

同

同

84,886

4,200

855,164

19,169

管理職員
特別勤務手当

　正規の勤務時間として、午後10時から翌日午前5時まで
の間に勤務を命じられた職員に支給

夜間勤務手当

管理職手当

350,920

548,160

千円

千円

千円

　国の制度では、常
直勤務は月額
21,000円、その他特
別宿日直勤務は1
回5,100円～20,000
円

異

　　　片道2km未満…支給せず
　　　片道2km以上…使用距離に応じ
　　　　　　　　　　　　　2,000円～24,500円

　管理職手当の支給区分等に応じた定額を支給

　　①普通宿日直勤務
　　　1回4,200円
　　②常直勤務
　　　月額16,000円

国の制度
俸給の特別調整額
46,300円～139,300
円

　　②交通用具使用者

同

宿日直手当

　管理又は監督の地位にある職員の職のうち規則で定め
る
ものについては、その職務の特殊性に基づき支給
　等級、職により、月額５６，７００円～１０４，２００円

異

　宿日直勤務職員に支給

　通勤のため、交通用具又は交通機関等の交通手段に
よって住居と勤務地を往復する場合に支給

　管理職手当の支給を受ける職員が臨時又は緊急の必要
その他公務の運営の必要により週休日又は休日に勤務し
た場合に支給

給額が異なります。

千円　休日に正規の勤務時間中に勤務することを命じられた職
員に支給

4

7,208

千円

25,634 46,692

千円

81,991
休日勤務手当 同

114,788

7



６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円

( 円)

円 円

( 円)

円 円

円 円

円 円

月分

月分

（注）１  　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。 

７　職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

総 務

22

まちづくりセンターの事務執行体制の見直し

0

500,000

778,000

　（２２年度支給割合）市 長

期
末
手
当

議 員

副 市 長

副 議 長 2.95

議 長 　（２２年度支給割合）

任期毎

任期毎給料月額×在職年数×480／100 21,926,400円

2.95

円／ 648,000

円／

953,000

1,061,000 円／

1,179,000

864,000

円／

700,000

給
料

1,142,000

935,000

1,148,000

議 長 779,000

副 市 長

△ 4

副 市 長

職 員 数

669

22議 会

給料月額×在職年数×360／100

平成２２年

　　　　　　　　区　　分

　　部　　門

退
職
手
当

（支給時期）

対前年
増減数

主な増減理由

665

　　（算定方式）

888,000

（参考）類似団体における最高／最低額

1,428,000

平成２３年

市 長

　　　２  　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
　　　　　　１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

（１期の手当額）

670,000

13,464,000円

議 員

報
酬

副 議 長 713,000

1,085,000

給　料　月　額　等

市 長

区 分

円／

人

人)

人

人)

人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　　　３　教育部門の職員数には教育長を含みます。

人口１万人当たり職員数 44.06

(類似団体の人口１万人当たり職員数 47.24

5

2

196 194

＜参考＞

人口１万人当たり職員数 64.59[ 0 ］

2

7

526 △ 1

61.79

△ 1

715

113 介護認定業務の強化

4,319 5

(類似団体の人口１万人当たり職員数 69.40

109

下 水 道

水 道

病 院

0

総 務

税 務

まち くり タ 事務執行体制 見直

賦課業務の強化

児童相談所機能の強化、障害児・者への支援体制の充実

203

981民 生

清掃施設における職員体制の見直し等

商業・産業振興事務の執行体制の見直し

4

5

人口１万人当たり職員数

＜参考＞

＜参考＞

3,078

52

469

50

衛 生 △ 7

6 △ 1

49 △ 1

△ 1

1

小 計

小 計

合　　計

そ の 他

会
計
部
門

公
営
企
業
等

6

教 育 部 門

716

一
般
行
政
部
門

4,324

48

商 工

3,083

525

計

土 木

農 林 水 産

労 働

999

3

18

200

普
通
会
計
部
門

消 防 部 門

△ 2

468

4,520

630

5

[ 4,590 ］ [ 4,590 ］

4,513

623

76 77

2

△ 1
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（2）年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

　

（3）職員数の推移
（単位：人・％）

4,520

人

526

59歳55歳51歳 以上

人

619 530 5

39歳

537 544

43歳 47歳

161 331 309
職員数

41713

人 人

～

人 人 人 人

23歳 27歳 31歳

人

20歳 24歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～～

20歳 52歳

～ ～

44歳

～

528

計

人 人 人

56歳 60歳48歳

人

～

40歳

～

28歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の

構成比

%

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

　　　２　平成18年については合併前の旧団体の職員数の合計です。

△ 217

( △ 15.7 %)

( 0.7 %)

増減数（率）

3,083 ( △ 3.1 %)△ 98

△ 98

過去５年間の

5

( △ 4.2 %)

( △ 11.7 %)

教育

消防

普通会計計

公営企業等会計計

△ 191

△ 26

4,515 4,474

711

4,319

　　　　　　年度

　部門別
平成２３年

一般行政

総合計 ( △ 4.6 %)

525

716

4,324

196

4,5204,513

526

715

4,737 4,677 4,655 4,580

222 203 208 211

712 720

平成２２年平成１９年平成１８年

566 542 535623

3,181 3,196

平成２０年 平成２１年

194

3,185 3,129 3,078

705

4,447 4,369

9


